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道路事業の構想段階における

自然環境への配慮の充実
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１．背景、目的

今般改正が予定されている環境影響評価法（改

正案の概要はP.103のトピックスを参照）において、

事業に先立つ早期段階から環境配慮を行う「戦略

的環境アセスメント（以下、SEA）」が規定される。

SEAは自然環境の損失を回避するために必要性が

提唱されてきた経緯があり、法制化を受けて自然

環境への早期配慮が今後注目される可能性がある。

一方、実務面では、今回SEAの対象となる事業の

位置・規模等を決める段階（以下、構想段階）は

事業計画がまだ概略的である他、地域の自然環境

に関する情報が限られることが予想されるため、

環境配慮の検討には制約も多いと考えられる。

本研究は、構想段階における効果的かつ効率的

な自然環境への配慮手法の確立が目的である。

２．ルートや道路構造の違いによる保全効果

～構想段階で配慮すべき事項の明確化に向けて～

道路事業ではこれまでも「エコロード１）」に代

表されるように、自然と調和・共生するルートの

選定や地形・植生の大きな改変を避けるための橋

梁・トンネル等の構造の採用、動物用横断施設の

設置といった取り組みを行ってきた。これらには

道路構造を設計する段階で具体の検討が可能にな

るものも多い。SEAでは単に検討時期を早めるので

はなく、検討範囲を明確にして、事業段階に応じ

た調査と環境配慮のあり方を模索する必要がある。

初年度である平成22年度は、この“構想段階で

配慮すべき事項”についての今後の議論に備える

ため、ルート位置や道路構造の違いによる自然環

境の保全効果と建設費用の関係について基礎的な

事例検討を行った。検討対象道路において5つの案
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図１ 仮定した案

表１ 各案の保全効果と建設費用

①
山側切土

②
切土・盛土

③
川沿い切土

④
長大トンネル

⑤
一部橋梁

現存植生の改変の程度 △ ○ ×  ◎

貴重種の生育・生息環境の改変の程度 △ ○ ×  ○

動物移動経路の分断の程度 ○ △ ×  ◎

建設費用（概算） × ○ ◎ × △

注）影響の程度・建設費用が小さい順に◎、○、△、×とした。

を仮定し（図１）、既存資料を用いて植生の改変

や動物移動経路の分断の程度を整理した。その結

果、数百m程度のルート位置の違いや道路構造の選

択によっても影響は異なり（表１）、様々な環境

配慮方策を取り得る可能性が示唆された。

３．今後の検討内容

法改正及びその後の関係政省令の改正論議の動

向を踏まえつつ、以下の検討を進める予定である。

①既存事例に基づくSEA検討範囲の明確化

既存の配慮事例の分析を行い、事業の各段階に

応じて検討すべき環境配慮のあり方を整理する。

②自然環境情報の収集、評価方法の検討

効果的なSEAの実施には地域の自然環境に関す

る情報の量と質に依るところが大きい。動植物に

関する調査研究やIT技術の進展に伴い、様々な情

報整備が推進されつつあることから、道路事業の

SEAへの活用方法、保全効果の評価方法を検討する。
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コンクリート塊の再資源化 

によるCO2再固定について 
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１．はじめに 

 建設副産物であるコンクリート塊は、「建設工

事に係る資材の再資源化等に関する法律」の施行

以降、98%程度が再生砕石等に再資源化されてい

る。近年、コンクリート構造物が、供用中に無視

できない量のCO2を炭酸化（中性化）によって固

定するとの指摘がなされつつあるが、再資源化時

においても同様にCO2固定が進むと考えられる。

むしろ、破砕によりセメントと大気の接触面積が

著しく増大するため、CO2固定速度は一層高まる

可能性がある。 

このような認識に基づき、総合技術開発プロジ

ェクト「社会資本のライフ・サイクルをとおした

環境評価技術の開発」における、建設資材のCO2

排出原単位作成の一環として、再生砕石による

CO2固定量の全国調査を実施した。調査結果から、

CO2固定量を定量し、原単位に反映すべき有意な

量であるかを判定することを目的としている。 

２．CO2固定のメカニズム 

コンクリートは、原料のセメント製造時に、石

灰石の脱炭酸によってプロセス由来のCO2を環境

中に排出するが、水和反応後は、大気中のCO2を

固定する。ライフ・サイクルをとおしたCO2収支

は以下のとおりである。Ca(OH)2のほか、珪酸カ

ルシウム水和物（C-S-H）もCO2を固定する。 

(i)セメント製造：CaCO3→CaO+CO2 

(ii)水和（硬化）：CaO+H2O→Ca(OH)2 

(iii)供用-再資源化：Ca(OH)2+CO2→CaCO3+H2O 

３．再資源化によるCO2固定量の全国調査 

 調査結果（速報版）を図-1に示す。再生砕石1t

に対して、供用中に平均14kg-CO2が固定されてい

た。再資源化によるCO2固定は、粒径5mm未満の

細粒分が主で、再生砕石1tに対して、平均9kg-CO2

（最小3、最大17）であった。この量は再資源化で

のエネルギー消費等由来のCO2排出量に匹敵する。 

４．おわりに 

 今後、再生砕石の原単位に反映すべきCO2固定

量の数値を定めるとともに、再生砕石諸元（粒径、

セメント含有量など）や元構造物諸元（構造物種

類、部材、供用年数など）と固定量の関連につい

て分析する。また、CO2固定を促進する合理的な

再資源化の工夫の提案につなげていく予定である。 
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図-1 大気曝露前後のCO2固定量の変化 “供用”の合計
（13.9）と内訳(6.8+7.0)の不一致は端数処理のため 
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